野洲市計画相談支援事業者開設支援家賃補助金支給要綱
（趣旨）
第１条　この告示は、市内における計画相談支援事業所の新規の開設を促進し、障がい者支援サービスの安定的な供給を図るとともに、特に精神障がい者等に対する計画相談支援体制の充実を図るため、予算の範囲内において野洲市計画相談支援事業者開設支援家賃補助金（以下「補助金」という。）を支給することについて、野洲市補助金等交付規則（平成16年野洲市規則第48号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（補助対象者）
第２条　補助金の支給対象となる者（第５条第１項において「補助対象者」という。）は、法人格を有し、この告示の施行の日以後に、市内において新たに特定相談支援事業（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第５条第19項に規定する特定相談支援事業をいう。）又は障害児相談支援事業（児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の２の２第６項に規定する障害児相談支援事業をいう。）（以下これらを「相談支援事業」という。）を行う者として指定を受けようとする者であって、次の各号のいずれにも該当するものかつ次項に定める要件を満たすことが認められたものとする。
(1)　市内に事業所を置くこと。
(2)　市税等（本市又は相談支援事業を行う者の本店の所在地の市町村の市町村税をいい、法人の市町村民税並びに代表者個人の市町村民税及び固定資産税を含む。第３条第１項第４号において同じ。）を滞納していないこと。
(3)　補助事業の実施に当たり、関係法令を遵守していること。
(4)　補助金の支給を受けようとする者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。
(5)　野洲市湖南圏域地域生活支援拠点等整備事業実施要綱（令和６年野洲市告示第67号）第７条第１項の規定による登録の届出を行っていること。ただし、当該届出が行われていない場合は、指定の日以後に速やかに当該届出を行うことを確約する書面が提出されていること。
(6)　野洲市障がい者自立支援協議会に参画する意思を有していること。
(7)　精神障がい者等への相談支援体制を確保し、適切な支援を行う意思を有していること。
(8)　各年度において、規則第３条第１項の規定により提出する申請書類のうち、同項第１号に規定する事業計画に記載された市内の障がい者等に対するサービス等利用計画又は障害児支援利用計画（第９条第１項第５号において「利用計画」という。）の作成件数について、各年度の目標件数以上を作成する意思を有していること。
２　別に定める野洲市計画相談支援事業者開設支援家賃補助金における補助対象者選考に関する要領（第５条第１項において「要領」という。）第４条第１項第２号から第４号までに掲げる項目について、一定の水準にある者又はあると見込まれる者とする。
（補助金の申請）
第３条　規則第３条第１項第４号に規定する市長が必要と認める書類は、次に掲げる書類とする。
(1)　野洲市計画相談支援事業者開設支援家賃補助金支給申請に係る誓約書（様式第１号）
(2)　相談支援事業に係る指定通知書の写し又は指定申請書の写し
(3)　建物賃貸借契約書の写し
(4)　市税等の納税証明書（課税対象期間がない場合は、法人設立設置届等の写し）
(5)　野洲市湖南圏域地域生活支援拠点等整備事業実施要綱の規定に基づく登録の届出書の写し又は届出を行うことを確約する書面
２　規則第３条第１項に規定する申請の受付期間及び受付締切日は、市長が別に定める。この場合において、市長は、必要に応じて受付期間を追加で定めることができる。
（補助対象経費、補助金額等）
第４条　補助金の対象となる経費（次項において「補助対象経費」という。）は、事業所の運営に要する賃借料（純家賃に限るものとし、消費税及び地方消費税に相当する額、共益費、管理費、駐車場代、敷金、礼金、更新料等を除く。）とする。
２　補助金の額は、原則として補助対象経費の10割とし、月額80,000円を限度とする。
３　補助金の支給期間は、次条第１項の規定による決定を行った日の属する月から、令和11年３月分までとする。ただし、次年度以後における補助金の支給の可否は、各年度の予算の範囲内において、年度ごとの申請に基づき決定するものとする。
（交付の決定等）
第５条　市長は、規則第３条第１項の規定による申請があったときは、要領に基づき、補助対象者として適当と認めた者について、補助金の交付を決定するものとする。
２　市長は、前項の規定による補助金の交付の可否を決定したときは、補助金を交付する決定をした者には規則第６条に規定する補助金等交付決定通知書により、補助金を交付しないと決定した者には野洲市計画相談支援事業者開設支援家賃補助金不支給通知書（様式第２号）により通知するものとする。この場合において、第３条第１項第２号に規定する指定申請書の写しをもって申請した者に対し補助金を交付する場合にあっては、その決定の通知は、相談支援事業の指定の日以後に行うものとする。
３　第１項の規定による交付の決定の対象となる期間は、交付の決定を行った日の属する月から当該日の属する年度の３月までとする。
（月次報告等）
第６条　前条第１項の規定により交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、毎月、野洲市計画相談支援事業所月次活動報告書（様式第３号）を作成し、野洲市基幹相談支援センターと事業内容について協議の上、翌月10日までに市長に提出しなければならない。
２　前項の報告書には、前月分の補助金に係る家賃を支払ったことを証する書類の写しを添付しなければならない。
（補助金の支給）
第７条　市長は、前条第１項の規定による報告書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、補助金を月ごとに支給するものとする。
（実績報告）
第８条　補助事業者は、各年度の事業終了後速やかに、規則第13条に規定する補助事業等実績報告書に、当該年度における相談支援事業運営実績総括表（様式第４号）を添えて、市長に提出しなければならない。
（支給の中止）
第９条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、それぞれ当該各号に定める時期に、補助金の支給を中止することができる。
(1)　相談支援事業を廃止し、又は休止した場合　当該事実が発生した日の属する月
(2)　第６条第１項に規定する報告を怠った場合 月次活動報告書の当該対象の月
(3)　補助事業者の利用者総数のうち本市に居住する者の割合が、３箇月連続して５割を下回った場合　当該事実が発生した日の属する月
(4)　第２条に掲げる要件を満たさなくなった場合　当該事実が発生した日の属する月
(5)　前月までの利用計画の作成状況が、年度当初に策定した目標件数と比較して著しく低調であると認めるとき　市長が指定する月
２　市長は、前項の規定により補助金の支給を中止したときは、当該補助事業者に対し、野洲市計画相談支援事業者開設支援家賃補助金支給中止通知書（様式第５号）により通知するものとする。
（交付決定の取消し及び補助金の返還）
第10条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。
(1)　偽りその他不正の手段により、補助金の支給を受けたとき。
(2)　第５条第１項の規定による交付の決定の日から24箇月を経過する日までに、自己の都合により相談支援事業を廃止し、又は休止したとき。
(3)　この告示、規則又は交付の条件に違反したとき。
２　市長は、前項の規定により交付の決定を取り消した場合において、既に補助金が支給されているときは、期限を定めてその全部又は一部の返還を命ずるものとする。
（報告及び質問）
第11条　市長は、補助金の支給に関して必要があると認めるときは、補助事業者に対し、報告若しくは文書の提出を命じ、又は質問をすることができる。
（支給の制限）
第12条　補助金の支給は、同一の法人につき１箇所の事業所に限り行うものとする。
（その他）
第13条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
付　則
（施行期日）
１　この告示は、令和８年８月28日から施行する。
（この告示の失効）
２　この告示は、令和13年５月31日限り、その効力を失う。

野洲市計画相談支援事業者開設支援家賃補助金における補助対象者選考に関する要領（案）
（趣旨）
第１条　この要領は、野洲市計画相談支援事業者開設支援家賃補助金支給要綱（以下「要綱」という。）第５条第１項の規定に基づく補助対象者の選考に関し、必要な事項を定めるものとする。
（選考委員会の設置）
第２条　補助事業者の選考を行うため、野洲市計画相談支援事業者開設支援家賃補助金補助対象者選考委員会（以下「選考委員会」という。）を設置する。
２　選考委員会の委員（以下「委員」という。）は、次の職にある者をもって充てる。
(1)　健康福祉部長
(2)　健康福祉部次長
(3)　発達支援センター所長
(4)　健康推進課長
(5)　障がい福祉課長
（募集、申請書類等）
第３条　市長は、補助対象者の募集については、公募により行うものとする。
２　前項の規定による最初の公募の受付期間は、令和８年８月28日から同年10月30日までとする。
３　市長は、前項に規定する期間のほか、予算の状況等に応じて、必要と認める受付期間を別に追加して定めることができる。
４　補助対象者に応募しようとする者は、前２項に規定する受付期間内に、野洲市補助金等交付規則（平成16年野洲市規則第48号）第３条第１項及び要綱第３条第１項に掲げる書類のほか、野洲市計画相談支援事業者開設支援家賃補助金選考に係る事業計画提案書（別記様式）を市長に提出しなければならない。
（選考の方法等）
第４条　委員は、補助対象者の選考に当たっては、要綱第２条に掲げる要件を満たした者について、次に掲げる項目について審査するものとする。
(1)　事業の実施体制に関すること。
(2)　相談支援の質に関すること。
(3)　地域への貢献に関すること。
(4)　地域ニーズへの対応に関すること。
２　前項各号に掲げる項目に関する評点については、別に定める。
３　選考の結果の取りまとめは、障がい福祉課長が行い、その結果を市長に報告しなければならない。
（庶務）
第５条　選考に係る庶務は、健康福祉部障がい福祉課において処理する。
付　則
（施行期日）
１　この要領は、令和８年８月28日から施行する。
（この要領の失効）
２　この要領は、令和11年３月31日限り、その効力を失う。

別記様式（第３条関係）

野洲市計画相談支援事業者開設支援家賃補助金選考に係る事業計画提案書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　野洲市長　様

　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　野洲市計画相談支援事業者開設支援家賃補助金における補助対象者の選考に関し、野洲市計画相談支援事業者開設支援家賃補助金における補助対象者選考に関する要領第３条第４項の規定に基づき、次のとおり事業計画を提案します。

	　
	項目 
	提案内容

	１
	事業所開設予定地 
	野洲市

	２
	常勤の相談支援専門員の人数
	　

	３
	申請時における相談支援専門員の実務経験平均年数
	　

	４
	主任相談支援専門員の配置
	有　　・　　無

	５
	研修受講状況
	　

	６
	自立支援協議会への参加意思
	有　　・　　無

	７
	野洲市湖南圏域地域生活支援拠点等整備事業への参加
	有　　・　　無

	８
	計画相談受入見込数
	

	９
	８のうち、精神障がい者障害者の受入見込数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



